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【修士論文概要書】 
 
2009 年、『中国環境与発展国際合作委員会専題政策報告』という政府レベルの報告書の中で、
炭素税を導入することが提案された。炭素税政策は温室効果ガスの削減にとって、実効性があ
る経済的手法として世界中の経済学者に高く評価されている。しかし、炭素税の導入がエネル
ギーの消費量を削減させる一方で、エネルギーの価格上昇は各産業部門の生産価格に波及し、
生産活動と家計に大きな負担を与えると懸念されている。その結果として、低い炭素税率（10
元/tCO2）が財政部に提案された。本論文は中国の統計部門が発表した排出係数等のデータに基
づき、中国の各化石燃料と炭素税の税率（220 元/tCO2を設定）や税収額を計算した。そして、
産業連関価格分析モデルを用いて、炭素税の導入が各産業部門の価格に及ぼす影響は一部のエ
ネルギー供給・転換部門やエネルギー集約産業を除けば、重くないことを明らかにした。また、
炭素税収を政府の収入とせず、企業や家計に還元する政策を取れば、価格上昇幅を抑え、多く
の産業部門にとって、有利な結果をもたらすことができることも分かった。ところで、既存研
究において、これまでの分析は外国の排出係数を代用している。また、税収還元が分析されて
いない。本論文の研究意義は 2 つの問題点を解決し、炭素税が及ぼす影響を更なる正確に把握
することである。 
 論文は 5 節で構成される。 
 
第 1 節の第 1 項では、中国が気候変動問題を無視する国であると誤解されているようである
が、実際には、中国が気候変動問題の改善に向けて、力強く取り組んでいることを説明する。
例えば、2011 年 3 月に発表された中国の「一二伍計画」の綱要には、「省エネ社会を建設し、
持続可能な経済発展を実現する。また、2010 年から 2015 年までに、CO2の排出原単位を 17％
削減する」という目標が揚げられた。また、2015 年 9 月 25 日に「中国はCO2の排出量を 2030
年頃のなるべく早い時期にピークアウトさせ、一次エネルギー消費に占める非化石燃料エネル
ギーの比率を 2030 年までに 20％前後まで引き上げる」という「気候変動に関する中・米共同
声明」が公表された。しかも、各レベル（省、市、鎮）の政府は、「低炭素社会の建設」に向
けて、積極的に低炭素経済戦略や低炭素発展戦略を企画している。 更に、2016 年 9 月 3 日、
中国とアメリカ両政府は、CO2排出ゼロをめざす国際約束「パリ協定」を締結した。世界のCO2
排出の約 4 割を排出する中・米の参加によって、パリ協定の早期発効に向けて世界は大きく踏
み出すことになった。 
第 2 項では、炭素税は、石炭・石油・天然ガスなどの化石燃料を燃やした時に出るCO2の排
出量に応じて税金をかけ、化石燃料またそれを利用した製品の価格を引き上げることによって、
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消費量を抑制することを目的としている。それに、中国の税制度を分析し、現行税目の内、環
境に関連する税が七つあると結論づけた （2013 年 1 月 19 日時点で、資源税、城鎮土地使用税、
車船税、車輌購買税、都市維持建設税、耕地占用税、土地付加価値税の７つ）。それ以外に、
排汚費という 環境に関連する賦課金（中国語では費
フェイ
）もあることを紹介する。 
第 3 項では、中国の炭素税導入に関する先行研究を説明する。例えば、曽（2013）は一般均
衡モデル（CGE）と 2008 年の社会計算行列表を用いて、炭素税政策が中国に与える経済影響
の分析を試みた。Park et al. (2015) はE3ME-Asiaというマクロ計量モデルを利用し、炭素税が経
済にもたらす影響とCO₂の削減効果を分析した。葉ほか（2013）は炭素税の導入による産業部
門別の価格上昇率を算出するため、2007 年の中国投入産出表を使って、産業連関分析を行った。
Sun（2011）が同じ税率（10 元/tCO2）で、中国の都市部と農村部の炭素税負担について産業連
関分析を行った。 
 
第 2 節の第１項では、産業連関分析には、費用構成から導かれる「均衡価格モデル」がある。
そして、均衡価格モデルとは、付加価値の変動や特定産品の価格の変動によって引き起こされ
る各産業部門の価格波及効果を測定する手法であることを紹介する。 
第 2 項では、分析方法の概要を説明する。エネルギー課税による産業部門の価格変化を測定
するために、均衡価格決定モデルを用いる。計算に使用される産業連関表は、『中国投入産出
表 2012』（内生部門 139 部門）である。エネルギーの消費量は『中国能源統計年鑑 2012』のデ
ータを参照する。炭素税はエネルギーの消費段階で課税する「下流課税」ではなく、エネルギ
ー生産段階で課税する「上流課税」とする。輸入される化石燃料には同様に炭素税を課税し、
輸出される化石燃料には課税しない。 
第 3 項では、CO₂の排出量を把握するために、CO2排出係数を計算する。 
第 4 項では、エネルギー部門の納税額を計算する。ここでは、炭素税の賦課方式は最上流方
式（化石燃料出荷に課税する方式）を採用する。炭素税の課税対象産業部門（エネルギー生産
各部門）の生産量に、炭素税率と前項で求めた CO₂排出係数を乗じれば、各部門の炭素税納税
額が算出できる。また、産業連関表における一次エネルギーの生産部門は石炭部門および原
油・天然ガス部門の 2 部門であり、ここに課税を行う。 
第 5 項では、産業部門ごとの価格上昇率を計算する。その結果、10％以上の上昇率を示した
産業部門は 15 部門ある。これらの部門は、いずれも石炭、石油、天然ガスなどのエネルギー
を多く投入した部門である。 
 
第 3 節では、炭素税の税収還元を設計し、炭素税による負担の増加を心配する産業に対して、
二つの炭素税還元方法を検討し、その効果を明らかにする。シナリオ 2 は、炭素税収を各産業
部門に付加価値の割合に基づき按分するかたちで還元し、負担軽減効果を分析する。シナリオ
3 は、炭素税収を雇用者数の割合に応じて、各産業部門に按分で還元し、シナリオ 2 の負担軽
減効果と比較する。そして、税収を各産業の付加価値に応じて還元する場合、各産業部門の負
担がゆるやかとなる。また、税収を各産業の雇用者数に応じて還元する場合、雇用者数の 4 割
を占めた製造部門と建築部門の負担が軽くなるのみならず、サービス類の部門の価格上昇率も
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マイナスとなる。一般の消費者も大部分の産業関係者も、炭素税の影響を心配しなくてもよい。
但し、エネルギー集約産業の価格上昇はどうしても、防げないので、彼らに対して特別措置（炭
素税の免除・軽減、あるいは国境税調整など）が必要となるかもしれないが、この問題は本論
文の範囲外である。 
 
第 4 節では、加重平均の形で、全産業の平均的な価格上昇率を計算する。そして、シナリオ
１において、各産業の価格が上昇したが、付加価値をウェイトとして加重平均すると、平均的
な価格上昇率は 5.91%にと止まった。それは、大きな負担ではないと考えられる。また、シナ
リオ 2 とシナリオ 3 において、平均的な価格上昇率は 5%以内に収まる。さらに、最終消費を
ウェイトとして加重平均すると、平均的な価格上昇率は更に低くなる。それは、最終消費が直
接に、一次エネルギー集約産業の生産物を消費しないからである。ところで、中国において主
な商品の付加価値税の税率は 17％であるが、これが、中国経済に著しい悪影響をもたらしたと
はみなされていない。ちなみに、本研究での、計算上の炭素税収（15847 億元）と同じ税収を、
付加価値税でまかなうとしたら、およそ 10%の増税率になる。また、各産業部門のエネルギー
コスト比率（石炭・石油、石油製品、電気・ガスなどのエネルギーの投入係数）が、サービス
等低いところでは１％に満たず、製造業等でも多くの分野では数％であって、10%を超えるの
は例外的なエネルギー集約産業（重工業のほか、運送業など）にとどまるためである。更に、
産業連関価格分析は価格上昇効果を過大評価している（需要減少による価格低下を反映してい
ない）可能性もあるから、炭素税の導入が経済全体に大きな負担を与えるという懸念は、それ
ほどないと考えられる。 
 
第 5 節は、結論である。ここまで筆者は産業連関分析を用いて、炭素税の導入が各産業部門
の価格に及ぼす影響を試算した。既存研究は、外国の排出係数を代用し、税収還元が分析され
ていない。筆者の論文は、中国のデータを使い、税収還元の効果を分析した。ところで、政府
側は最初から低い税率（10 元/tCO2）の炭素税を導入しようとしているが、その程度の炭素税
は効果がないと考えられる。筆者はEUの排出権取引価格の過去最高値を参考に、220 元/tCO2
と設定した。それに、炭素税の導入予定時間は 2020 年以後であるため、現在ところ、高い税
率を決めることによって、エネルギー関連の産業部門にCO₂削減のインセンティブを与え、更
なる低炭素生産技術の進歩につなげるべきである。 
分析の結果、中国において、炭素税の導入が産業部門に与える負担（価格の上昇効果）の全
体像が明らかとなった。炭素税が政府の収入となり、企業や家計に還元されず、そのまま増税
となる場合でも、エネルギーの転換・供給産業を除けば、製造業の価格上昇率も、ほとんどが
10％を下回る、炭素税の負担がそれほど重いとは言えない。特に、既存の付加価値税（17%）
と比べても、生産活動と家計に大きな負担を与えるわけではない。それに対して、税収を各産
業の付加価値に応じて還元するなら、各産業部門の負担が大幅に抑えられる。また、炭素税収
を各産業の雇用者比率に応じて、還元するなら、労働集約産業の負担が大幅に削減できる。労
働集約的な民間企業にとって、炭素税が有利な政策となる。中国において、これから炭素税を
導入しても、経済には大きな問題が発生しないと考えられる。  
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最後に、今回用いた産業連関分析は数量（投入係数等）を固定的に扱うため、価格の変化し
か分析できない。炭素税がGDPや消費、あるいはCO2排出量におよぼす影響を分析するには、
既存研究で紹介したような、一般均衡モデルやマクロ計量モデルといった分析手法が必要とな
る。また、エネルギー集約産業の競争力や特別措置なども、検討が必要である。これらは今後
の研究課題としたい。 
 
 
 
